
愛知県外国人看護師候補者就労研修支援事業費補助金交付要綱

 （通則）

第１ 愛知県外国人看護師候補者就労研修支援事業費補助金（以下「補助金」という。）は、

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人看護師候補者の円滑かつ適正な受け入

れが実施できるよう、外国人看護師候補者が日本で就労する上で必要となる日本語能力

の習得及び、外国人看護師候補者を受け入れる施設の研修支援体制の充実を図るための

事業（以下「外国人看護師候補者就労研修支援事業」という。）に対し、予算の範囲内に

おいて交付するものとし、その交付に関しては、愛知県補助金等交付規則（昭和５５年

愛知県規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるとこ

ろによる。

 （交付の対象及び補助額）

第２ この補助金は、経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき外国人看護師候補者の受入施設が

行う外国人看護師候補者就労研修支援事業（以下「補助事業」という。）の実施に必要な

経費のうち補助金交付の対象として知事が認める経費（以下「補助対象経費」という。）

について交付する。

  なお、事業内容は下記のとおりとする。

（１）日本語習得支援事業

   外国人看護師候補者に対し、日本語学校等への就学や日本語講師の招聘など、外

国人看護師候補者の日本語能力を向上させるために必要な措置を講ずるものとす

る。

   なお、当該外国人看護師候補者が看護師国家試験に合格し、看護師となった者に

ついても合格後１年間に限り対象とする。

（２）就労研修支援事業

   外国人看護師候補者に対する国家資格の取得に向けた研修が適切に実施されるよ

う必要な措置を講ずるものとする。

   なお、当該外国人看護師候補者が看護師国家試験に合格し、看護師となった者に

ついても合格後１年間に限り対象とする。

２ 補助対象経費は、別表の第２欄に定める経費とし、次により算出した額を補助する。

  ただし、算出した額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は、その端数は切り捨てるも

のとする。

 （１）別表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める補助対象経費の実支出額とを比較

して少ない方の額を選定する。

 （２）（１）により選定された額と当該事業に要する総事業費から寄付金その他収入額を

控除した額とを比較して少ない方の額を補助基本額とする。

（３）（２）により選定した補助基本額の範囲内の額を交付額とする。

 （申請手続）



第３ 規則第３条の規定による申請書及び添付書類の様式は、別記様式１号のとおりとし、

その提出部数は正副２部とする。

２ 前項の規定による申請書等の提出期限は、別に定める。

 （申請の取下げ）

第４ 規則第７条に規定する申請の取下げ期日は、交付決定の通知を受けた日から３０日

以内とし、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。

 （計画変更の承認）

第５ 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ知事に変更

承認申請をし、その承認を受けなければならない。ただし、交付決定を受けた補助金の

額に変更をきたさない場合における次の各号に定める変更については、この限りでない。

（１）補助目的達成のための弾力的運用に伴う事業内容の変更

（２）補助目的を損わない事業計画の細部の変更

２ 前項の変更承認申請は、別記様式第１号に変更承認を受けようとする内容を記載した

書面、正副２部を提出して行うものとする。

３ 知事は、第１項の承認をする場合において、必要に応じて交付決定の内容を変更し、

又は条件を付することがある。

 （補助事業の中止又は廃止）

第６ 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合においては、知事に

その理由を記載した書類正副２部を提出し、承認を受けなければならない。

(実績報告) 
第７ 規則第１３条に定める実績報告書及びこの添付書類の様式は、別記様式２号のとお

りとし、その提出部数は正副２部とする。

２ 前項に定める実績報告書の提出期限は、補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を

含む。以下同じ。）の日から起算して３０日を経過した日、又は翌年度の４月５日のいず

れか早い期日までとする。

(補助金の交付) 
第８ 補助金は、補助事業の完了後交付する。ただし、知事が特別の理由があると認めた

ときは、その全部又は一部を概算払いにより交付することがある。

(関係書類の整備) 
第９ 補助事業者は、規則第１０条に規定する関係書類を整備し、事業完了後５年間保存

するものとする。

(消費税仕入控除税額の報告) 
第 10 補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定し



た場合は、別紙様式３号により速やかに知事に報告しなければならない。

２ 前項の報告があった場合には、知事は当該仕入控除税額の全部又は一部に相当する金

額を納付させることがある。

(実施細則) 
第 11 この要綱の実施に関し必要な事項は別に定める。

   附 則

 この要綱は平成２２年９月２日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。

   附 則

 この要綱は平成２３年１０月１９日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。

   附 則

 この要綱は平成３０年３月２８日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。

附 則

 この要綱は令和２年１２月２４日から施行する。

別表

１ 基 準 額 ２ 対 象 経 費

１ 日本語習得支援事業

  外国人看護師候補者等１人当たり

１１７千円

２ 就労研修支援事業

  １か所当たり４６１千円

外国人看護師候補者就労研修支援事業

の実施に必要な指導者経費（謝金、人

件費、手当）、報償費、旅費、需用費（図

書購入費、消耗品費、印刷製本費）、役

務費（雑役務費、通信運搬費）、備品購

入費


